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本研究では，全国で実施されている公共図書館職員を対象とした研修を経年的に調査し，
その動向と課題を明らかにする。そのために，⽇本図書館協会刊⾏の『図書館年鑑』か
ら，2002 年以降 2022 年までの 5 年ごとの研修データを収集した。結果，多くの研修が
県の図書館協会（協議会）及び県⽴図書館によって実施されていること，県によって最
⼤ 24.8 倍の実施回数の差があること，研修内容としては児童サービス，レファレンスサ
ービスが多いこと，などが分かった。 

 
1. 研究の背景と先⾏⽂献 
1.1. 研究の背景 
日本図書館協会の認定司書事業は 2010年よ
り開始され，10年以上，運用されてきた。これ
までの事業を振り返り，また，今後に向けた中

長期的なあり方を検討するため，日本図書館協

会は「認定司書制度検討委員会」を立ち上げ検

討を進めてきた。 
専門職の望ましい認定制度を検討するため

には，人材育成のあり方の検討が必要である。

そうした人材育成の機会として，職場外の研修

は重要なものの一つであることから，本研究で

は公共図書館職員（以下「図書館職員」）を対

象とした職場外で行われる研修を取り上げる

こととする。 
1.2. 関連する先⾏⽂献 

図書館職員の研修に関しては，2008 年に図
書館法が改正され，新たに第七条「司書及び司
書補の研修」が設けられた。2012 年には「望
ましい基準」で⽂部科学⼤⾂主催の研修に関す
る記述が追加された。図書館職員に関する⽂献
としては，『図書館界』が定期的にレビュー記
事を掲載している 1)。また，実践報告や事例紹
介は多くあり，例えば，林友幸は⽇本図書館協
会が実施する中堅職員を対象とした研修につ
いて，オンラインの実施内容を報告している 2)。 

⼤規模な調査としては，⽂部科学省，全国公
共図書館協議会，国⽴国会図書館等のものがあ

る。そのうち，⽂部科学省は 2007 年に「図書
館職員の資格取得及び研修に関する調査研究
報告書」3)をまとめている。ここでは全国で実
施されている図書館職員向け研修について，実
施主体に対して調査を実施している。また，⽂
部科学省は，2008 年に「図書館職員の研修の
充実⽅策について（報告）」4)をまとめている。 

全国公共図書館協議会は 2 年間をかけて研
修に関する調査を実施している。1 年⽬は全国
の公共図書館を対象に研修の実施状況，派遣状
況，問題点を尋ねている 5)。2 年⽬は公⽴図書
館における研修の実態調査の分析を⾏い，研修
実施マニュアルとキャリアパスに合わせた研
修モデルを提⽰している 6)。⽯原はこの調査に
携わった⽴場から，図書館職員のキャリアパス
と研修の関係について検討している 7)。 

以上のように研修に関しては実践報告や事
例紹介が多く書かれてきたとともに，⼤規模な
調査も実施されてきた。しかし，調査において
は，⻑期的な動向を検討したものはなく，⼀時
点の調査に留まっていることが分かった。
2008 年の図書館法改正や，コロナウイルス感
染症を含めた様々な社会変化の中で，どのよう
に研修が変化してきたのかについては，必ずし
も明らかとなっていない。このことから，本研
究では全国的な研修実施の状況を⻑期間にわ
たって調査することとした。 



2. 研究の⽬的と調査⽅法 
2.1. 研究の⽬的 

⽇本図書館協会は図書館職員を対象とした
研修や研究会を調査し，毎年，『図書館年鑑』
8)にまとめている。本研究では当該資料を⽤い
て，全国で実施されている図書館職員を対象と
した研修を経年的に調査し，その動向と課題を
明らかにする。そのために，以下のリサーチク
エスチョン（以下「RQ」）を設定した。すなわ
ち，RQ1：研修を実施しているのはだれか，
RQ2：地域毎の実施状況はどの程度異なるか，
RQ3：研修のテーマはなにか，RQ4：研修の対
象者はだれか，である。 
2.2. 調査⽅法 

『図書館年鑑』に掲載されている「各地の研
究集会 公共・県図書館協会等」を調査し，図
書館職員を主たる対象とする研修のデータを
収集した。対象期間は 2002 年以降 2022 年ま
でであり，うち 2002 年, 2007 年, 2012 年, 2017
年, 2022 年のデータを取得した。調べた事項は，
(1)開催年，(2)地域（47都道府県），(3)実施⽅
法，(4)対象者（初任者，中堅，図書館⻑等），
(5)テーマ，(6)実施主体，(7)開催⽇数，である。 
3. 調査結果 
 以下では，まず，調査結果の概要として各年
の実施回数・⽇数と実施⽅法について述べる。
その後，RQに沿ってまとめていく。 
3.1. 各期の実施回数・⽇数と実施⽅法 
 実施回数と⽇数であるが，回数は全期間合計
で 1,758回であった。各年では，2002 年以降， 
207回，371回，423 回，458回，299 回であ
った。また，⽇数は，395⽇，631 ⽇，792 ⽇，
742 ⽇，518 ⽇であった。平均⽇数は 1.6⽇か
ら 1.9⽇の間である。以上の回数及び⽇数の推
移から，回数は 2017 年にかけて，⽇数は 2012
年にかけて増加してきたことを確認できる。な
お，増加率は年を重ねるにつれて低下していた。
2022 年は回数及び⽇数とも 2017 年を⼤きく
下回った。要因としてはコロナウイルス感染症
が考えられるが，今後，注視が必要である。 

 つぎに実施⽅法を確認する。2022 年の『図
書館年鑑』は，実施⽅法として対⾯，オンライ
ン，オンデマンド，資料掲載に分けているが， 
2017 年までは実施⽅法の記載はなかった。
2022 年のものを⾒ると，オンライン，オンデ
マンド，資料掲載のいずれか（対⾯併⽤を含む）
で実施されたものは計 146 回であった。2022
年の研修の合計は 299 回だったため，全体に
占める⽐率は 48.8%である。約半数が遠隔地か
ら参加できる点は注⽬される。 
3.2. RQ1：研修を実施しているのはだれか 
 研修実施主体は全期間合計で 2,108機関（延
べ数）であった。但し『図書館年鑑』では実施
機関を省略していることもあるため，実際の件
数はこれよりも多い。多様な機関による実施が
⾒られたが，ここでは，判明していないものを
除き，①国，②都道府県（以下「県」）内の機
関，③それ以外に分けて，主要な実施主体を確
認していく。①国では，⽂部科学省が多く実施
しており，図書館地区別研修，新任図書館⻑研
修等を実施していた。全期間合計の実施回数は
30 回であり，全体に占める⽐率は⼩さい
（1.7%）。⽂部科学省の研修の特徴としては，
対象者を館⻑，経験年数などで限定している点
が挙げられる。経年的に⼤きな変化はなかった。 
 ②県内の機関による研修は圧倒的に多かっ
た。その中でも，県図書館協会（協議会），県
⽴図書館が多く，それぞれ全期間合計で 860回
（48.9%）と 697回（39.7%）であった。ここ
でいう県図書館協会（協議会）は，県図書館協
会・協議会，県公共図書館協議会など，県内の
公共図書館が加盟する全県的な団体である。こ
うした団体の中には⽀部があり，県内の特定の
地域で研修を実施することも⾒られた。先程の
数値にはそうしたものを含んでいる。県教育委
員会は全期間合計で 138 回（7.9%）であり，
県図書館協会等より少なかった。経年的にみた
ときには，県⽴図書館による研修が顕著に増加
していた。 
 ③その他では，⽇本図書館協会，図書館問題



研究会，児童図書館研究会などが⾒られた。実
施回数としては，図書館問題研究会が多く全期
間合計で 44 回（2.5%）であった。⼤学・⼤学
図書館は 16 回（0.9%）に留まった。 
3.3. RQ2：地域毎の実施状況はどの程度異なるか 
 ここでは，①県別の開催回数，②地域別の回
数，③県別のテーマの多様さの順番で⾒ていく。
①開催回数は全期間合計で，平均 37.2回/県で
あった。最⼤は 124 回，最⼩は 5 回，標準偏差
は 27.2 であった。 各年の全体の平均は 4.4回，
7.9 回，9.0回，9.7回，6.2回であった。標準
偏差を平均値で割った変動係数は 0.75，0.82，
0.80，0.81，0.84であり，上昇傾向にある。こ
れは，県間の実施回数の差が拡⼤していること
を⽰している。 
 つぎに，②地域別の回数は，先⾏研究で違い
が⾒られると⾔われている都市部とそれ以外
の地域の実施状況を⾒みる。ここでは，埼⽟県，
千葉県，東京都，神奈川県，愛知県，⼤阪府を
都市部として，それ以外と⽐較すると，都市部
の平均が 83.8回であり，それ以外は 30.4 回で
あった。ここから，都市部はそれ以外と⽐較し
て 2 倍以上の回数の研修を実施していること
が分かった。 
 ③テーマの多様さを⽐較するため，今回，付
与した 22 のテーマ（後述）について，それぞ
れ期間中 1回でもとりあげていれば，そのテー
マについての研修が実施されたものとして，そ
の件数の合計値を算出した。これと実施回数と
の散布図をプロットしたところ，実施回数の多
い県は研修の多様性が⼀定程度確保されてい
ることが分かった。回数が少ない県においても
⼀定程度，多様性が確保されているところもあ
るが，回数が少なく多様性のない県も⾒られる。
こうした地域は受講できる研修の機会・内容が
ともに限定されていることになる。 
3.4. RQ3：研修のテーマはなにか  
 全体で 22 のテーマについて延べ 2,103 件付
与した。テーマは，過去の全国調査 5)等の枠組
みを参考にするとともに新たな項⽬を設定し

た。『図書館年鑑』の記述から特定できなかっ
たのは 215 回であった。特に県の図書館⼤会
など多くのテーマを扱うものは，テーマの記載
が不⼗分なため特定できないことが多かった。
研修 1回あたり平均 1.36 件のテーマを付与し
たことになる。多かったのは，児童サービス
（468回），レファレンスサービス（244 回）で
あった。児童サービスには YAサービスや読書
活動推進も含めている。これらで全体の 30%
以上を占めた。 
 つぎに多いのは図書館経営（164 回）である。
ここには，経営以外に評価，図書館設置，望ま
しい基準，さらに図書館⾏政等も含めた。以下，
地域資料（119 回），学校図書館（103 回），障
害者サービス（102回）などが続く。上位 10 の
テーマの合計で全体の 73.5%を占めた。全体に
個別のサービス（児童サービス等）に関わるテ
ーマが多かった。 
 近年の傾向として「資料保存」「⾼齢者サー
ビス」「危機管理」が増加していた。経年的変
化を探るため，変動係数を年ごとに算出したと
ころ，1.20，1.22，1.39，0.92，0.80 となった。
2012 年にかけて上昇したものの，2017 年以降，
下降した。ここから，多様なテーマが平等に取
り上げられる傾向にあることが伺える。なお，
ここでの分析は，テーマの分類のしかたに依存
する点に留意が必要である。 
3.5. RQ4：研修の対象者はだれか  
 『図書館年鑑』には研修の対象者の項⽬はな
い。そのため，「テーマ」や「集会の名称」か
ら対象者を推定した。ここでは，①対象者の指
定のないもの，②経験や職位，③従事する職務
という観点から，主要な対象者について研修の
実施回数とともに⾒ていく。 
 まず，①「指定なし」は全期間合計で 857回
（48.7%）と最も多かった。ここには，実際に
指定がないものと対象者が記載されていない
ために判断がつかないものも含まれている。 
 つぎに，②図書館での経験や職位という観点
では，初任者，中堅，図書館⻑に分けた。この



区分の合計は 362 回であり，それぞれの回数
は，初任者が 139 回，中堅が 153 回，図書館
⻑が 70回であった。「中堅」には，研修の名称
が「中堅職員」などと書かれているもの以外に，
「専⾨講座」など，職員が⼀定の知識を獲得し
ていることを前提としたものも含めた。県によ
っては，初任者，中堅，図書館⻑等の区分別の
研修を，毎年⾏っているところが⾒られた。初
任者，中堅は近年増加傾向にある。 
 ③従事する職務という観点では，児童サービ
ス，レファレンスサービス，障害者サービスが
多かった。それぞれ全期間合計で 295 回，122
回，71 回であった。県によっては児童サービ
ス，レファレンスサービスなどの研修を，毎年
⾏っているところも⾒られた。近年の傾向とし
て，学校司書・司書教諭を対象とした研修が増
加していた。 

4. 考察と研究の課題 
 本研究では 2002 年以降の『図書館年鑑』を
⽤いて，全国で実施されている公共図書館職員
を対象とした研修を 5年ごとに調査した。調査
では 4つの RQを設定した。以下では，RQの
結果を踏まえた上で研修実施の動向と課題を
整理していく。 
 はじめに研修に関する動向を整理する。実施
回数は 2022 年を除くと増加傾向にあった。し
かし増加率は低下していた。2022 年はコロナ
ウイルスの影響も考えられるが，今後を注視す
る必要がある。実施主体としては，県の図書館
協会（協議会）及び県⽴図書館が多かった。地
域別に⾒ると，⼤都市圏はそれ以外と⽐較して
多く実施していた。テーマは，児童サービス，
レファレンスサービスで全体の 30%以上を占
め，上位 10 のテーマで 73.5%を占めていた。
県ごとにみると，実施回数が少なくテーマも限
定されているところが⾒られた。 
 つぎに研修実施の課題を整理する。県によっ
て実施回数に⼤きな差が⾒られた。全期間をと
おした実施回数では，最⼤・最⼩の県で 24.8倍
の差があった。また，経年的にみると，特に近

年，県間の格差が拡⼤していた。実施回数が少
なく，取り上げられるテーマも限定された県で
は⼈材育成の環境が⼗分整っていない可能性
がある。こうした中，2022 年は遠隔からの研
修受講が可能なものが多く実施された点が注
⽬される。このことは図書館職員の研修受講機
会の拡⼤につながる。今後，こうした傾向が継
続するか注視が必要である。 
 本研究の課題は，2 点挙げられる。まず，『図
書館年鑑』のデータに制約があった点である。
情報が省略されていることが多く，正確な情報
に基づく分析ができたとはいえない。また，個
別の図書館や指定管理者による研修などを含
んでいない点も課題である。今後は，より正確
で網羅性のある調査が望まれよう。 
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